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基本方針は、法目的の生活環境の保全や国民経済の健全な発展への寄与に向けた内容とし、
海外から漂着するごみ対策を位置づけ、海洋プラスチックごみ対策や気候変動対策の方針とも調和

＜基本方針＞
主務大臣は、プラスチック使用製品廃棄物及びプラスチック副産物の排出の抑制並びに回収及び
再資源化等の促進（以下「プラスチックに係る資源循環の促進等」という。）を総合的かつ計画
的に推進するための基本的な方針（以下「基本方針」という。）を定めるものとすること。
基本方針は、海洋環境の保全及び地球温暖化の防止を図るための施策に関する法律の規定による
国の方針との調和が保たれたものでなければならないものとすること。 （第３条関係）
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基本方針で定める事項：
• プラスチックに係る資源循環の促進等の基本的方向
• プラスチック使用製品の設計又はその部品若しくは原材料の種類の工夫によるプラスチックに係る資源循環の促進
等のための方策

• プラスチック使用製品の使用の合理化によるプラスチック使用製品廃棄物の排出の抑制のための方策
• 分別収集物の再商品化の促進のための方策
• プラスチック使用製品の製造・販売事業者による使用済プラスチック使用製品の自主回収・再資源化の促進方策
• 排出事業者によるプラスチック使用製品産業廃棄物等の排出の抑制及び再資源化等の促進のための方策
• 環境の保全に資するものとしてのプラスチックに係る資源循環の促進等の意義に関する知識の普及
• その他、プラスチックに係る資源循環の促進等に関する重要事項

＜目的＞
この法律は、国内外におけるプラスチック使用製品の廃棄物をめぐる環境の変化に対応して、プ
ラスチックに係る資源循環の促進等を図るため、プラスチック使用製品の使用の合理化、プラス
チック使用製品の廃棄物の市町村による再商品化並びに事業者による自主回収及び再資源化を促
進するための制度の創設等の措置を講ずることにより、生活環境の保全及び国民経済の健全な発
展に寄与することを目的とすること。 （第１条関係）

１．目的、基本方針、責務

【基本方針の策定】
プラスチックの資源循環の促進等を総合的かつ計画的に推進するため、以下の事項等に関する基本方針
を策定する。

プラスチック廃棄物の排出の抑制、再資源化に資する環境配慮設計
ワンウェイプラスチックの使用の合理化
プラスチック廃棄物の分別収集、自主回収、再資源化 等



＜国の責務＞
国は、プラスチックに係る資源循環の促進等に必要な資金の確保、プラスチックに係る資源循環
の促進等に関する情報の収集、整理及び活用、研究開発の推進及びその成果の普及その他の必要
な措置を講ずるよう努めるとともに、教育活動、広報活動等を通じて、プラスチックに係る資源
循環の促進等に関する国民の理解を深め、その実施に関する国民の協力を求めるよう努めなけれ
ばならないものとすること。

（第５条関係）
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＜事業者及び消費者の責務＞
事業者は、プラスチック使用製品廃棄物及びプラスチック副産物を分別して排出するとともに、
その再資源化等を行うよう努め、
消費者は、プラスチック使用製品廃棄物を分別して排出するよう努め、
事業者及び消費者は、プラスチック使用製品をなるべく長期間使用すること、プラスチック使用
製品の過剰な使用を抑制すること等のプラスチック使用製品の使用の合理化により、プラスチッ
ク使用製品廃棄物の排出を抑制するとともに、使用済プラスチック使用製品等の再資源化等によ
り得られた物又はこれを使用した物を使用するよう努めなければならないものとすること。

（第４条関係）

＜地方公共団体の責務＞
市町村は、その区域内におけるプラスチック使用製品廃棄物の分別収集及び分別収集物の再商品
化に必要な措置を講ずるよう努め、
都道府県は、市町村に対し、市町村の責務が十分に果たされるように必要な技術的援助を与える
よう努め、
都道府県及び市町村は、国の施策に準じて、プラスチックに係る資源循環の促進等に必要な措置
を講ずるよう努めなければならないものとすること。

（第６条関係）



プラスチック使用製品設計指針で定める事項：
• プラスチックの使用量の削減、プラスチックに代替する素材の活用その他のプラスチックに係る資源循環の促進
等を円滑に実施するためのプラスチック使用製品の設計又はその部品若しくは原材料の種類についての工夫に関
して取り組むべき事項の工夫によるプラスチックに係る資源循環の促進等のための方策に関する事項

• その他製造事業者等がプラスチックに係る資源循環の促進等の円滑な実施について配慮すべき事項

【環境配慮設計指針】

製造事業者等が努めるべき環境配慮設計に関する指針を策定し、指針に適合した製品であ
ることを認定する仕組みを設ける。
認定製品を国が率先して調達する（グリーン購入法上の配慮）とともに、リサイクル
材の利用に当たっての設備への支援を行う。

＜プラスチック使用製品設計指針の策定等＞
主務大臣は、プラスチック使用製品の製造を業として行う者（その設計を行う者に限る。）及び
専らプラスチック使用製品の設計を業として行う者（以下「プラスチック使用製品製造事業者
等」という。）が設計するプラスチック使用製品についてプラスチックに係る資源循環の促進等
を円滑に実施するためにプラスチック使用製品製造事業者等が講ずべき措置に関する指針（以下
「プラスチック使用製品設計指針」という。）を定めるものとすること。
プラスチック使用製品製造事業者等は、プラスチック使用製品設計指針が定められたときは、こ
れに即してプラスチック使用製品を設計するよう努めなければならないものとすること。

（第７条関係）

＜プラスチック使用製品の設計の認定＞
プラスチック使用製品製造事業者等は、その設計するプラスチック使用製品の設計について、主
務大臣の認定（以下「設計認定」という。）を受けることができるものとすること。
主務大臣は、設計認定の申請があった場合において、当該申請に係るプラスチック使用製品の設
計がプラスチック使用製品設計指針に適合していると認めるときは、設計認定をするものとする
こと。 （第８条及び第９条関係）

２．個別の措置事項
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＜環境配慮設計の例＞

リデュース：付け替えボトル リサイクル：易解体性 代替素材：100％リサイクル素材4

＜認定プラスチック使用製品の調達についての配慮等＞
国は、国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（平成十二年法律第百号）第六条第一
項に規定する基本方針を定め、又はこれを変更しようとする場合には、設計認定に係るプラス
チック使用製品（以下「認定プラスチック使用製品」という。）の調達の推進が促進されるよう
十分に配慮しなければならないものとすること。
事業者及び消費者は、認定プラスチック使用製品を使用するよう努めなければならないものとす
ること。 （第１０条関係）

＜産業廃棄物の処理に係る特定施設の整備の促進に関する法律の特例＞
産業廃棄物の処理に係る特定施設の整備の促進に関する法律（平成四年法律第六十二号）第十六
条第一項の規定により指定された産業廃棄物処理事業振興財団は、同法第十七条各号に掲げる業
務のほか、認定プラスチック使用製品の製造、認定自主回収・再資源化事業計画に従って行う使
用済プラスチック使用製品の再資源化及び認定再資源化事業計画に従って行うプラスチック使用
製品産業廃棄物等の再資源化の用に供する施設の整備の事業に必要な資金の借入れに係る債務の
保証及び認定プラスチック使用製品、認定自主回収・再資源化事業計画及び認定再資源化事業計
画に係る研究開発に必要な資金に充てるための助成金の交付に関する業務並びにこれに附帯する
業務を行うことができるものとすること。 （第５４条関係）

＜指定調査機関＞
主務大臣は、その指定する者（以下「指定調査機関」という。）に第八の三に規定する調査（第
八の四に係るものを含む。）の全部又は一部を行わせることができることとし、指定調査機関に
ついて所要の規定を設けること。 （第１１条から第２７条まで関係）



【使用の合理化】

ワンウェイプラスチックの提供事業者（小売・サービス事業者など）が取り組むべき判断
基準を策定する。
主務大臣の指導・助言、ワンウェイプラスチックを多く提供する事業者への勧告・公
表・命令を措置する。

＜特定プラスチック使用製品の使用の合理化＞
主務大臣は、プラスチック使用製品廃棄物の排出を抑制するため、主務省令で、その事業におい
て特定プラスチック使用製品（商品の販売又は役務の提供に付随して消費者に無償で提供される
プラスチック使用製品（容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律（平成七年
法律第百十二号。以下「容器包装再商品化法」という。）第二条第一項に規定する容器包装を除
く。）として政令で定めるものをいう。以下同じ。）を提供する事業者であって、特定プラス
チック使用製品の使用の合理化を行うことが特に必要な業種として政令で定めるものに属する事
業を行うもの（定型的な約款による契約に基づき、当該業種に属する事業を行う者に特定の商標、
商号その他の表示を使用させ、商品の販売又は役務の提供に関する方法を指定し、かつ、継続的
に経営に関する指導を行う事業を行う者を含む。以下「特定プラスチック使用製品提供事業者」
という。）が特定プラスチック使用製品の使用の合理化によりプラスチック使用製品廃棄物の排
出を抑制するために取り組むべき措置に関し、当該特定プラスチック使用製品提供事業者の判断
の基準となるべき事項を定めるものとすること。 （第２８条関係）
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＜特定プラスチック使用製品の使用の合理化＞
主務大臣は、プラスチック使用製品廃棄物の排出を抑制するため必要があると認めるときは、特
定プラスチック使用製品提供事業者に対し、一の判断の基準となるべき事項を勘案して、特定プ
ラスチック使用製品の使用の合理化によるプラスチック使用製品廃棄物の排出の抑制について必
要な指導及び助言を、特定プラスチック使用製品多量提供事業者（特定プラスチック使用製品提
供事業者であって、その事業において提供する特定プラスチック使用製品の量が政令で定める要
件に該当するものをいう。）の特定プラスチック使用製品の使用の合理化によるプラスチック使
用製品廃棄物の排出の抑制の状況が一の判断の基準となるべき事項に照らして著しく不十分であ
ると認めるときは、当該特定プラスチック使用製品多量提供事業者に対し、その判断の根拠を示
して、特定プラスチック使用製品の使用の合理化によるプラスチック使用製品廃棄物の排出の抑
制に関し必要な措置をとるべき旨の勧告等をすることができるものとすること。

（第２９条及び第３０条関係）

＜ワンウェイプラスチックの例＞
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使用の合理化のイメージ：
• 消費者への意思確認
• 有料化、ポイント還元
• 薄肉化・軽量化されたものの使用
• 代替素材を使ったものの使用 など



【市区町村の分別収集・再商品化】（プラスチック資源としての一括回収）

プラスチック資源の分別収集を促進するため、容器包装リサイクル法ルートを活用した再
商品化を可能にする。

＜市町村の分別収集及び再商品化＞
市町村は、その区域内におけるプラスチック使用製品廃棄物の分別収集に当たっては、当該市町
村の区域内においてプラスチック使用製品廃棄物を排出する者が遵守すべき分別の基準の策定等
の措置を講ずるよう努め、市町村が分別の基準を定めたときは、当該市町村の区域内においてプ
ラスチック使用製品廃棄物を排出する者は、当該分別の基準に従い、プラスチック使用製品廃棄
物を適正に分別して排出しなければならないものとすること。 （第３１条関係）
市町村は、分別収集物（環境省令で定める基準に適合するものに限る。）の再商品化を、容器包
装再商品化法第二十一条第一項に規定する指定法人（以下「指定法人」という。）に委託するこ
とができるものとすること。 （第３２条関係）

＜プラスチック資源（容器包装以外）のイメージ＞
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【市区町村の分別収集・再商品化】（中間処理工程の一体化・合理化）

市区町村と再商品化事業者が連携して行う再商品化計画を作成する。
主務大臣が認定した場合に、市区町村による選別、梱包等を省略して再商品化事業者
が実施することが可能に。

＜市町村の分別収集及び再商品化＞
市町村は、単独で又は共同して、分別収集物の再商品化の実施に関する計画（以下「再商品化計
画」という。）を作成し、主務大臣の認定を申請することができることし、再商品化計画の変更
等について所要の規定を設けること。 （第３３条及び第３４条関係）
認定に係る再商品化計画に記載されたプラスチック容器包装廃棄物（容器包装再商品化法第二条
第四項に規定する容器包装廃棄物のうちその原材料が主としてプラスチックであるものとして主
務省令で定めるものをいう。）については、これを容器包装再商品化法第二条第六項に規定する
分別基準適合物とみなして、容器包装再商品化法の規定を適用するものとすること。

（第３５条関係）

プラスチック資源を回収 選別保管などの中間処理を実施せずに
リサイクル施設へ搬入

リサイクル施設

プラスチック資源を
選別・リサイクル

選別保管施設

＜中間処理工程の一体化・合理化のイメージ＞

8



【製造・販売事業者等による自主回収】

製造・販売事業者等が製品等を自主回収・再資源化する計画を作成する。
主務大臣が認定した場合に、認定事業者は廃棄物処理法の業許可が不要に。

＜製造事業者等による自主回収及び再資源化＞
自らが製造し、若しくは販売し、又はその行う販売若しくは役務の提供に付随して提供するプラ
スチック使用製品が使用済プラスチック使用製品となったものの再資源化のための使用済プラス
チック使用製品の収集、運搬及び処分の事業（以下「自主回収・再資源化事業」という。）を行
おうとする者（以下「自主回収・再資源化事業者」という。）は、自主回収・再資源化事業の実
施に関する計画（以下「自主回収・再資源化事業計画」という。）を作成し、主務大臣の認定を
申請することができることとし、自主回収・再資源化事業計画の変更等について所要の規定を設
けること。 （第３９条及び第４０条関係）
自主回収・再資源化事業計画の認定を受けた自主回収・再資源化事業者等は、廃棄物処理法の規
定にかかわらず、同法の規定による許可を受けないで、認定に係る自主回収・再資源化事業計画
（以下「認定自主回収・再資源化事業計画」という。）に従って行う使用済プラスチック使用製
品の再資源化に必要な行為を業として実施することができることとし、所要の規定を設けること。

（第４１条及び第４２条関係）

＜自主回収の例＞
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【排出事業者の排出抑制・再資源化】

排出事業者が排出抑制や再資源化等の取り組むべき判断基準を策定する。
主務大臣の指導･助言、プラスチックを多く排出する事業者への勧告・公表・命令を措
置する。

＜排出事業者による排出の抑制及び再資源化等＞
主務大臣は、プラスチック使用製品産業廃棄物等の排出の抑制及び再資源化等を促進するため、
主務省令で、排出事業者（中小企業基本法（昭和三十八年法律第百五十四号）第二条第五項に規
定する小規模企業者その他の政令で定める者を除く。二において同じ。）がプラスチック使用製
品産業廃棄物等の排出の抑制及び再資源化等を促進するために取り組むべき措置に関し、当該排
出事業者の判断の基準となるべき事項を定めるものとすること。 （第４４条関係）
主務大臣は、プラスチック使用製品産業廃棄物等の排出の抑制及び再資源化等を促進するため必
要があると認めるときは、排出事業者に対し、一の判断の基準となるべき事項を勘案して、プラ
スチック使用製品産業廃棄物等の排出の抑制及び再資源化等について必要な指導及び助言を、多
量排出事業者（排出事業者であって、プラスチック使用製品産業廃棄物等の排出量が政令で定め
る要件に該当するものをいう。）のプラスチック使用製品産業廃棄物等の排出の抑制及び再資源
化等の状況が一の判断の基準となるべき事項に照らして著しく不十分であると認めるときは、当
該多量排出事業者に対し、その判断の根拠を示して、プラスチック使用製品産業廃棄物等の排出
の抑制及び再資源化等に関し必要な措置をとるべき旨の勧告等をすることができるものとするこ
と。 （第４５条及び第４６条関係）
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排出事業者の取組のイメージ：
• 目標設定、計画策定
• プラスチックの使用の合理化（例：製造工程の工夫による端材の削減）
• プラスチックの分別排出の徹底・リサイクルの推進
• 情報発信 など



【排出事業者の排出抑制・再資源化】

排出事業者等が再資源化計画を作成する。
主務大臣が認定した場合に、認定事業者は廃棄物処理法の業許可が不要に。

＜排出事業者による排出の抑制及び再資源化等＞
自らが排出するプラスチック使用製品産業廃棄物等について再資源化事業（プラスチック使用製
品産業廃棄物等の再資源化のためのプラスチック使用製品産業廃棄物等の収集、運搬及び処分の
事業をいう。以下同じ。）を行おうとする排出事業者及び複数の排出事業者の委託を受けて、こ
れらの者が排出するプラスチック使用製品産業廃棄物等について再資源化事業を行おうとする者
（以下「再資源化事業者」という。）は、再資源化事業の実施に関する計画（以下「再資源化事
業計画」という。）を作成し、主務大臣の認定を申請することができることとし、再資源化事業
計画の変更等について所要の規定を設けること。 （第４８条及び第４９条関係）
再資源化事業計画の認定を受けた再資源化事業者等は、廃棄物処理法の規定にかかわらず、同法
の規定による許可を受けないで、認定に係る再資源化事業計画（以下「認定再資源化事業計画」
という。）に従って行うプラスチック使用製品産業廃棄物等の再資源化に必要な行為を業として
実施することができることとし、所要の規定を設けること。 （第５０条から第５２条まで関係）
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＜再資源化事業のイメージ＞

ケミカルリサイクルマテリアルリサイクル


